　　　

不動産貸付業・駐車場業の認定基準
	
	不
動
産
貸
付
業
	貸付区分
	基準
	

	
	
	（１）
建物
	住宅用
	一戸建
	１０棟以上
	

	
	
	
	
	アパート・マンショ
ン等
	１０室以上
　居住の用に供するために独立的に区分された
一の部分の数
	

	
	
	
	住宅用以外
（事務所・
店舗等）
	一戸建
	５棟以上
	

	
	
	
	
	区画されたもの
	１０室以上
	

	
	
	（２）
土地
	住宅用
	契約件数・面積
	貸付契約件数（一の契約において２区画以上の
土地を貸付けている場合は、それぞれを１件と
する）が１０件以上又は貸付総面積が2,000㎡以上
	

	
	
	
	住宅用以外
（事務所・
店舗等）
	契約件数
	貸付契約件数が１０件以上
	

	
	
	（３）
　上記（１）及び（２）の基準に満た
ない場合で、異なる種類の不動産を併
せて貸付けている場合
	棟数、室数及び土地の貸付契約件数の合計
が１０件以上
	

	
	
	（４）
　上記（１）、若しくは（２）、又は（３）
の基準に満たない不動産の貸付けを行
っている場合
	貸付けの収入金額が年８５０万円以上で、
かつ、建物の貸付延床面積が６００㎡以上
	

	
	駐
車
場
業
	建築物である駐車場（車庫・立体式等）
寄託を受けて保管行為を行う駐車場
	収容可能台数は問いません
	

	
	
	建築物でない駐車場（青空駐車場）
	収容可能台数１０台以上
	


  　○共有物件はそれぞれの持分に関係なく、共有物件全体の状況で認定します。
　　○認定基準には空室等も含まれます。
　　○駐車設備を何ら施さず、更地を駐車場用地として駐車場業者等に一括して貸付けている
　　　ような場合は、駐車場業ではなく住宅用以外の土地の貸付けとして不動産貸付業に該当
　　　します。
　　○一括した土地の貸付けでも、駐車場用地として整地し、区画を設けるなど一定の設備を
　　　施したうえで貸し付ける場合は駐車場業に該当します。
· 詳しくは、熊本県各広域本部課税担当課へおたずねください。
